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6. 事業区分（セグメント）別報告における成長性に
関連する分析
企業における成長性ないし成長力に関する分析は，通常，二つの指数を使
「IBM社の事業区分（セグメント）別報告 (1977年から
1981年まで）に関する財務分析」 (2)（末政）
って行われる。
(685)蕊
そのーは傾向比率 (trendratios)を用いるものであり，ある特定の基準
その経過年数毎にそれぞれ基準年度に対するパーセン
ト割合を示し，それによって成長率をみようとするものである。その二は，
前年度対比のパーセント割合を算出し，前年度比較差額のパーセントによっ
て伸ぴ率ないし増減率によって，その成畏性をみようとするものである。前
者の方法は，ある固定された基準年度との対比が各経過年度について行われ
る。これはある種の項目数値について長期的な趨勢をみる場合に，各経過年
度がどのように推移したか基準年度を中心にして大勢として示めされる特徴
がある。しかし，この方法は基準年度の設定をどのような観点から決めるか
という基本的な課題があり，また各年度毎の増減変化が少ないときには，
の推移が目立たないという特徴がある。後者の方法は，各年度経過につい
て，その年度分を前年度対比でその増減変化の割合がいつも明示される。そ
の比較差額のパーセント割合は対前年度対比のみであり，比較的短い期間の
比較の場合でも各年度毎の少ない増減変化率も際立って明確に示されるとこ
ろに特徴がある。しかし，長期的な動きを大勢として把握する点では前者の
方法が優れている。
年度を 100％として，
?
(1) 前年度との対比による伸び率の分析
ある項目の当年度の数値を前年度数値の基準100彩に対するパーセント割
合を求め，そこから 100彩を差引いた増減差額パーセントによって伸び率を
みようとするものであり，比較的短期間の各年度の小さい相遮も明確な数値
によって示される。まず，成長性の基本的指標としては売上高の伸び率であ
る。次いで，セグメント別報告に示されている営業利益額，固有資産残高，
減価償却費額，固定資産投資額（資本的支出額）の前年度対比の伸ぴ率につ
いて，以下，順を追ってみることにしたい。
A.売上高の伸び率
各セグメント別の当該年度売上高の前年度対比の伸ぴ率を算出し，ー表に
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まとめたものが，次の第17表である。第17表によると，連結合計売上高の伸
第17表売上高の前年度対比の伸び率
事 業 区 分 I 1978年 1979年 | 1980年 1981年 I 単4純ケ平年均（セグメント）
情報処理事業
！ 
データ・プロセシング 15.63 彩 7,40 彩 16.52 ％ 12.66•I 1l  -----;,.;;,;彩
事 務機 20.04 13.54 7,43 2,03 10,76 
フェデラル・システム 12.30 11. 15 5,72 1.131 7.57 
その他の事業 8.62 1.59 o.o △ 7.81 0.60 
事業区分＝連結合計 I 16.23 俗 8.48 彩 14.65門 10.90門 12.65 彩
l 
び率も毎年異なっているが，それよりも各セグメントの伸び率は各セグメン
トによって相当異なり，また各年度毎に変化している。例えば，各年度間で
は， 1978年度のデータ・プロセンング関係15.63形，事務機関係20.04%, フ
ェデラル・システム関係12.30彩，その他の事業関係8.62％の伸び率のもの
が， 1981年度のデータ・プロセシング関係12.66彩，事務機関係2.03彩，フ
ェデラル・システム関係11.13彩，その他の事業関係ー7.81%の増減率にな
っている。 それぞれのセグメント別にみても， デーク・プロセシング関係
は， 1979年度の7.40形を除き，各年度は12彩台から16飴台の安定した高い伸
び率を示している。フェデラル・システム関係も1980年度の5.72彩を除き，
各年度11彩台から12彩台の安定した伸ぴ率になっている。しかし，事務機関
係は1978年度の伸び率20.04%,1979年度13.54%,1980年度7.43彩， 1981年
度2.03彩と伸び率は急速に悪化している。その他の事業関係は1978年度8.62
鍬 1979年度1.59彩， 1980年度0.00彩， 1981年度ー7.81%と，その落込みは
急激である。これはそれぞれの年度の取扱商品の市場需給関係及び売れ行き
情況等を調べればより明白になると思われる。
B.営業利益額の伸び率
営業利益額の前年度対比による各年度，各セグメント別の伸び率の一覧表
は次の第18表である。第18表によると，営業利益額の伸び率の傾向は前述の
「IBM社の事業区分（セグメント）別報告 (1977年から
1981年まで）に関する財務分析」 (2)（末政）
第18表 営業利益額の前年度対比の伸び率
(687)25 
弄］事業区分 I I I I I 4 ケ（セグメント） 1978年 1979年 1980年 1981年 単純平-
情報処理事業
l 
データ・プロセシング 16.15 彩 △ 7.35% 12.52門 9.42 彩 7.69 彩
事 務 機 28.28 48.56 △15.37 !△45.09 4.10 
フェデラル・システム 18.52 9.38 5.72 ！ 51.35 21.24 
その他の事業 △50.00 50.00 △so.oo I△33.33 △20.83 I 
！ 
事業区分＝連結合計 16.23 彩 △ 3.36 ％ 9.45 忽！ 5.20 ％ 7.03 彩
売上高の伸ぴ率の傾向とは一致していないが，売上高の伸び率の悪い事務機
関係及びその他の事業関係の営業利益額の伸び率は急激に相当程度悪化して
いる。さらに，具体的にみると，事務機関係及びその他の事業関係は， 1980
年度及び1981年度の営業利益額は前年度に対してマイナスの伸び率すなわち
減少率が高いものになっている。
C.固有資産残高の伸び率
各セグメント別の区分固有資産残高（年度末）の対前年度比の伸び率は，
次の第19表のようになる。 この表では， 売上高， 営業利益額の場合と異な
り，区分固有資産合計と連結資産合計との間には相異がある。これは事業区
第19表 固有資産残高の前年度対比の伸び率
事 業 区 分 I 1978年 | 1979年 1980年 1 1981年 I 単4純ケ平年掏（セグメント）
情報処理事業 I 
13.08門I データ・プロセシング 23.67 飴 27. 76 彩 21.38 彩 18.47 彩
事 務 機 22.00 8.33 1.84 3.49 8.92 
フェデラル・システム 10.49 4.11 12.77 17.52 11.22 
その他の事業 18.18 o.oo △ 7,69 △11.11 △ 0.16 
区分固有資産合計 23.08 23.76 18.12 11.s1 I 19.19 
連結総資産合計 9.45 彩 18.10 彩 8.86 彩＇I 10.80 彩 11.80 彩
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分に帰属せしめない市場性ある有価証券等の資産が存在するためである。そ
のため， 事業区分の国有資産合計の伸び率と連結資産合計の伸ぴ率の間に
も，年度によって相当の開きがある。特に著しいのは1978年度の23.08彩と
9.45彩の開きと， 1980年度の18.12形と8.86彩の開きである。
第19表により固有資産残高の前年度対比の伸ぴ率をみると，大勢として，
営業利益額の伸び率が高いセグメントの固有資産残高の伸ぴ率も大きくなっ
ているように思える。さらに，営業利益額の減少率の高い年度のセグメント
の固有資産残高は， 同じように前年度に対して減少率を示している。 しか
し，その傾向には必ずしも一率的な動きをみることはできない。
D.減価償却費額の伸び率
減価償却費の前年度対比の伸び率を各年度：各セグメント別に算出したも
のが，次の第20表である。この減価償却費の伸び率は固定資産投資額の伸ぴ
第20表減価償却費額の前年度対比の伸率
事 業 区 分
I 1978年 |1979年 |1980年 |1981年 1iふ悶（セグメント）
情報処理事業
デーク・プロセシング 2.04 彩 8.44 彩 22.46 彩 24.99 彩 14.48 彩
事 務 機 △ 4.76 5.77 4.36 6.62 3.00 
フェデラル・システム o.o o.o 18.18 23.08 10.32 
その他の事業 o.o o.o o.o o.o o.o 
事業区分一連結合計 1. o 彩 8.00 彩 19.90 彩 22.73 寃； 12,91 彩
率との関連で考えるべきものと思われるが，固定資産投資額の伸ぴ率を計算
した次の第21表との照合のみでは，他の要因が大きいのか，それら数値間に
直接関連をもったものとして理解することができない。
E.固定資産投資（資本的支出）額の伸び率
固定資産投資額（資本的支出額）の前年度対比の伸ぴ率の一覧表は次の第
21表である。この表によれば，各セグメント別の固定資産投資額の伸ぴ率は
必ずしも，各セグメント別の固有資産残高の伸び率とその傾向が同じように
「IBM社の事業区分（セグメント）別報告 (1977年から (689)27 
1981年まで）に関する財務分析」 (2)（末政）
第21表 固定資産投資額の前年度対比の伸び率
事 業 区 分 1978年 1979年 | 1980年 1981年 単4純ケ平年均（セグメント）
情報処理事業 I I 
デーク・プロセシング 22.31 ％ | 55.88 彩I 12.47 彩 1.16 ％ 22.96 彩
事 務 機 4.42 2.88 △11.68 32.96 7.15 
フェデラル・システム △ 5.88 43.75 17.39 37.04 23.08 
その他の事業 o.o o.o o.o o.o 
事業区分＝連結合計 19.18 彩l| 48.07 笏I 10.03 彩 3.84 飴 18.02 彩
なっていない。これは固定資産以外の事業区分別に分けられた流動資産の増
減が大きく影蓉しているものと思われる。
固定資産投資額の伸び率の高さは，そのセグメントヘの積極的な投資計画
方針によるものとして，投資分析上，注目すべき比率であると思われる。
(2) 1977年度を 100%基準とした成長率の傾向分析
IBM社で本格的なセグメント別財務報告が行われたのは1977年度の年次
報告書からであった。その意味で， 1977年度を基準年度として，その後の各
年度について各セグメント別に各主要要素がどのような推移をたどっている
かの成長傾向 (trends)を調べることにする。
各セグメント別の主要要素として，セグメント別財務報告の事業区分（セ
グメント）別情報における売上高，営業利益額，固有資産残高，減価償却費
額，固定資産投資額（資本的支出額）について，以下みることにする。
A.売上高の成長傾向
売上高の伸び率は， 1977年度を 100彩基準として各年度毎に各セグメント
別にその相対的な形を算出すると，第22表のような数値になる。この表によ
ると，連結売上高合計では， 1978年度116.23彩， 1979年度126.09飴， 1980年
度144.56鍬 1981年度160.32彩の成長傾向を示しており， 4カ年間の単純平
均でも 36.80彩伸びていることがわかる。それは，殆んどデータ・プロセシ
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第22表売上高の成長傾向
事 （セ，思卜）分 |1977年 |1978年 |1979年 |1980年 |1981年 I贔純ヶ平悶
情報処理事業
デーク・プロセシング 100.00 彩 115.64 彩 124.20 彩 144. 71 彩 163.04 彩 136.90 彩
事 務 機 100.00 120.04 136.30 146,42 149.40 138.04 
フェデラル・システム 100.00 112.96 125.93 133.13 147.94 129.99 
その他の事業 100.00 108.62 110.35 110.35 101.72 107.76 
事業区分＝連結合計 100.00 彩 116.23 形 126.09 ％ 144.56 彩 160.32 形 136.80 彩
ング関係の売上高の成長傾向と同じであり，やはり，ウェイートの高いセグ
メントのデーク・プロセシング関係の伸ぴ率が，連結総売上高の伸びに大き
く影響を与えている。しかし，そのウェイートは低いが，その他の事業関係
の成長傾向は極単に低い数値を示している。
B.営業利益額の成長傾向
営業利益金額の成長傾向をやはり， 1977年度を100彩基準として各年度毎，
各セグメント別に示したものが，第23表である。この表によると，事業区分
合計の営業利益総額の伸ぴは， 1978年度116.81%, 1979年度112.89%,1980 
年度123.55%, 1981年度129.98％と成長傾向を示しており， 4カ年間単純乎
均でも 20.81％の伸ぴ率を示している。営業利益額は各セグメント別の各年
第磁表営業利益額の成長傾向
事（セ，序卜）分 |1977年 |1978年 |1979年 |1980年 |1981年 I贔純ヶ平芯
情報処理事業
デーク・プロセシング 100.00 彩 116.15 形 107.61 彩 121.08 彩 132,49 彩 119.33 彩
事 務 機 100.00 128.28 190.57 161.28 88.55 142.17 
フェデラル・システム 100.00 118.52 129.63 137.04 207.41 148.15 
その他の事業 100.00 50.00 75,00 37.50 25.00 46.88 
事業区分＝連結合計 100.00 彩 116.81 彩 112.89 彩 123.55 ％ 129,98 彩 120.81 彩
「IBM社の事業区分（セグメント）別報告 (1977年から
1981年まで）に関する財務分析」 (2)（末政） (691)29 
度によって相当の変化がみられる。営業利益額の伸ぴについても，事業区分
（セグメント）合計の伸びと，データ・プロセシング関係の伸びがほぼ同じ
傾向を示している。このことは，売上高合計に占めるデーク・プロセシング
と，事業区分別営業利益合計に占めるデーク・プロセシングの割合が大きな
役割を果していることを示すものであろう。しかし，他のセグメントについ
ては各年度における伸びが相当変化していることにも注意を要する。
C.固有資産残高の成長傾向
事業区分（セグメント）別の固有資産残高は， 1977年度を 100彩基準とし
て各年度にどのような伸びを示しているかを一表にまとめたものが，第24表
である。
第以表固有資産残高の成長傾向
事（セ見虔卜）分 |1977年 |1978年 |1979年 |1980年 |1981年はふ鷹
情報処理事業
デーク・プロセシング 100.00 彩 123,67 彩 158,00 彩 191.80 彩 216,88 彩 172.59 彩
事 務 機 100.00 128.28 190.57 161.28 139.30 154,86 
フェデラル・システム 100.00 110.49 115.03 129,72 152.45 126.92 
その他の事業 100.00 118,18 118.18 109.09 96.97 no.61 
事固業有区分資別産合 計 100.00 123.08 152.33 179.93 201.18 164.13 
連結総資産合計 100.00 彩 109.45 彩 129,25 彩 140.71 彩 155.90 彩 133.38 彩
事業区分別固有資産合計と連結総資産合計は，市場性ある有価証券等の事
業区分外資産の存在により，その額は各年度とも異なっている。第24表によ
れば，連結総資産合計の成長傾向よりも固有資産合計の成長傾向の方が著し
いことがわかる。これは年度経過に伴って事業区分外資産を減少せしめ，事
業区分別固有資産として整理したためであろう。従って， 連結総資産合計
は1981年度には 155.90％に成長しているが， 事業区分別の固有資産合計は
1981年度には201.18％の成長を示している。
各セクフント別にみると，データ・プロセシング関係の固有資産残高が大
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きく成長しており，固有資産残高に占めるウェイートも高いので，固有資産
合計の成長傾向とほぼ近いものになっている。他の事業区分セグメントで
は，各年度により相当の変動があり，一定の成長傾向を読みとることが難し
い。
D.減価償却費額の成長傾向
先にみてきたように，減価償却費は固定資産投資額との関係，さらに売上
高に占める減価償却費の割合を分析することが意味あるものと考えられた。
ここでは，減価償却費額自休が各年度経過に伴ってどのような成長傾向を示
すかをみることにする。各セグメント別の各年度毎の減価償却費額の成長傾
向を1977年度を 100彩基準として計算したものが，次の第25表である。この
第25表減価償却費額の成長傾向
事（g．メg卜）分 |1977年 |1978年 |197領 |1980年 |1981年Iiヽ乎鷹
情報処理事業 I 
デーク・プロセシング 100.00 ％ 102.04 彩 110.65彩,v 135.50 免 169.36 彩 129.39 彩
事 務 機 100.00 95.24 100.73 105.13 112.09 103.30 
フェデラル・システム 100.00 100.00 100.00 118.18 145.45 115.91 
その他の事業 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 
事業区分＝連結合計 100.00 彩 101.00 彩 109.08 形 130.79 彩 160.52 彩 125.35 彩
表によると，デーク・プロセシング関係が，やはり，連結減価償却費合計額
の成長傾向とほぼ同じような形で，またその成長率も高くなっていることが
わかる。
E.固定資産投資（資本的支出）額の成長傾向
固定資産投資額について，各セグメント別に各年度毎に， 1977年度の支出
額を100％基準として算出したものが，次の第26表である。この表によると，
デーク・プロセシング関係が高い成長率を示している。また各年度経過の成
長傾向も1979年度を境として著しい伸ぴをみせている。連結全体の固定資産
投資額の成長傾向は，全体に占める割合の高いデーク・プロセシング関係の
「IBM社の事業区分（セグメント）別報告 (1977年から
1981年まで）に関する財務分析」 (2)（末政）
(693)31 
第26表固定資産投資額の成長傾向
事 （セ業グメン区ト） 分 | 1977年 1978年 1979年 1980年 1981年 |I単4純ケ平年均
情報処理事業
100.00%'122-31 %回．“％| 214.41形デーク・プロセシング 216.79 ％ 186.04 彩
事 務 機 100.00 104.42 107.42 94.88 126.15 108.22 
フェデラル・システム 100.00 94.12 135.29 1I 158.82 217.65 151.47 
その他の事業 |I100.00 100.00 I 100.00 100.00 - 75. o o 
事業区分＝連結合計 100.00% 119,18彩,v176.47彩,v 194.17 彩 201.62彩'vl 172.86 彩
成長傾向とほぼ同じことが明らかである。
前述の固有資産残高の成長傾向と，この固定資産投資額の成長傾向と比較
してみると，データ・プロセシング関係は両者の成長傾向が大筋として同一
傾向と考えられる。しかし，事務機関係は，固有資産残高の伸びは比較的高
い比率を示しているときも，その年度の固定資産投資額の伸びは相当程度低
い数値になっている。例えば， 1979年度は前者が190.57%，後者が107.429'る
であり， 1980年度は前者が161.28%，後者が 94.88％の比率となっている。
これは，事務機関係について，それらの年度の固定資産投資額以外の流動資
産関係の増加が大きくなったことによるものと推察される。このように，固
有資産残高の成長傾向と固定資産投資額の成長傾向を比較検討することも有
益な分析手段になると思われる。
この固定資産投資額の成長傾向と上記の減価償却費の成長傾向を比較して
みると，相対的に，減価償却費額の伸びの高いものが，やはり，固定資産投
資額の伸びの高いものに相似している。しかし，その伸び率については必ず
同様な傾向を示していない。
(3) 主要な比率の推移からみた成長性の理解
上記の(1), (2)においては，事業区分（セグメント）別報告における各種の
セグメント別資料の実数，すなわち金額数値そのものについて，前年度対比
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の増減彩と， 1977年度100彩基準に対する各％を求めて，その傾向分析を行
った。ここでは，実数すなわち金額数値によらないで，主要な比率がどのよ
うな形で推移しているかをみることにしたい。この場合，これまで取上げた
比率すべてについて，（イ） 前年度対比の伸び率，（口） 1977年度100％基準に
対する彩割合の二者を求めるべきものと考えられる。しかし，本節では，頁
数の関係で，セグメント情報の分析上，主要な比率と考えられる 5ケの比率
についてのみ， 1977年度を 100形基準とした各年度の相対的比率を求めて，
それらの比率が 5ケ年間にどのような形で推移をたどっているかによって，
各セグメント別の成長性分析の理解に役立たせたい。
A.売上高営業利益率の動向
売上高営業利益率について， 1977年度を 100％基準として各年度毎，各セ
グメント別にその相対的割合を算出して一表にまとめたものが，次の第27表
である。この表によると，全セグメント合計の売上高営業利益率は1978年度
の100.50彩を除き，年々その比率は悪化の傾向をたどっている。しかし，各
セグメント別にみれば，その状況は必ずしも同じでない。事務機関係は1978
第27表売上高営業利益率の動向
事(g．メぎ卜）分 |1977年 |1978年 |1979年 |1980年 |1981年 I贔純ヶ平悶
情報処理事業
データ・プロセシング
事 務 機
フェデラル・システム
その他の事業
事業区分別合計
C参考〕
P/L上の売上高
営業利益率
一般本社経費
売上高
100.00 彩 100.47 彩 86.65 彩 83.70 ％ 81. 28 彩 88.03 彩
100.00 106.84 139.83 110.08 59,22 103.99 
100.00 104,86 102.88 102.88 140.11 112.68 
100.00 46.05 68.02 34.52 24.58 43.29 
100.00 ％ 100.50 ％ 89.51 彩 85.45 彩 81.08 彩 89.14 彩
100.00彩 100.51% 89.30彩 85.2596180.73961 88.9596 
100.00 1100.00 1102.38 I 97.62 1102.38 1100.60 
売上高税引前利益率 100.00彩 97.97961 86.50961 80.13961 73.36961 84.4996 
「IBM社の事業区分（セグメント）別報告 (1977年から
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年度， 1979年度， 1980年度と， 1977年度よりもその比率は改善されている
が， 1981年度には突然59.22彩と悪化している。フェデラル・システム関係
の売上高営業利益率の数値はその年度経過に伴って改善され， 1981年度は良
好な比率を示している。さらに，その他の事業開係はその年度経過に伴い相
当程度の高い悪化率を示しているのである。このように，各セグメント別に
みると，その動向は相当異なっていることに注目する必要がある。
B.固有資産営業利益率の動向
固有資産営業利益率について， 1977年度を 100％基準として各年度毎，各
セグメント別に相対的な割合の彩を算出して一表にまとめたものが，次の第
28表である。 この表によると， 各セグメント合計の固有資産営業利益率は
第28表固有資産営業利益率の動向
事 （セ9思卜）分 |1977年 |1978年 |1979年 |1980年 |1981年 I贔ヽ乎芯
情報処理事業
デーク・プロセシング 100.00 彩
事 務 機 100.00 
フェデラル・システム 100.00 
その他の事業 100.00 
区分固有資産合計 100.00 彩
（参考〕
連結総資産営業利益率 100.00 彩
93.91 彩 64.51 ％ 63.14 彩 61.09 彩 70.66 彩
105.15 144.17 119.76 63.60 108.17 
107.31 112.71 105.61 150.21 118.96 
42.33 62.83 34.36 25.78 41.33 
94.89 彩 74.10 彩 74.51 彩 64.61 彩 77.03 彩
106.74 彩彩彩87.37'vl 95.59 彩彩83.40 ~1 93.28 
連結総資産
税引前利益率 100.00 1104.03 I 84.38 I 82.30 I 75.44 I 86.54 
連結総資産 彩 彩 彩 彩 彩当期純利益率， 100.00 | 104.54 85.62 93.09 79.41 90.67 彩
1978年度以降その年度経過をたどるに伴って年々悪化の推移をたどってい
る。主カセグメントであるデーク・プロセシング関係は全セグメント合計の
場合とほぼ同じ推移をたどっている。これはむしろ，データ・プロセシング
関係の比率悪化がそのまま各セグメント合計の比率悪化につながっているも
34(696) 第 34巻第 5 号
のと考えられる。しかし，各セグメント別の比率のその年度経過に伴う推移
はそれぞれ異なった傾向を示している。事務機関係は1978年度及び1979年度
にかけて比率がよくなっているが， 1980年度には若干低下し， 1981年度には
1980年度の約半分位までに悪化している。フェデラル・システム関係はほぼ
良好な水準を維持しているが，その他の事業関係はその年度経過に伴い悪化
の一途をたどり， 1981年度には1977年度のM程度までに悪化している。
固有資産営業利益率のその年度経過に伴う推移と，連結総資産営業利益率
のその年度経過に伴う推移とを比較してみると，両者は必ずしも同じ傾向を
示していない。全セグメント合計の固有資産営業利益率の各年度経過に伴う
推移の方が悪化傾向が強い点に注目しなければならない。両者の各年度の差
異は1978年度11.85鍬 1979年度13.27%,1980年度21.08%,1981年度18.79
飴となっており，特に1980年度21.08彩， 1981年度18.79%の差異が大きい。
これは連結総資産のうち区分固有資産と共通資産の割合が変り，むしろ事業
区分別の区分固有資産に属せしめる割合が高くなっていることに原因の一つ
が求められるであろう。
固有資産営業利益率の推移と，第27表の売上高営業利益率の推移を比較す
ると，大筋として，両者のその年度経過の推移は同じような傾向にあるとみ
られるが，相対的に，各セグメントの固有資産営業利益率が売上高営業利益
率よりも低下傾向が強いと思う。この間の相遣は次の固有資産回転率の年度
経過に伴う推移をもみることも必要である。
C.固有資産回転率の動向
固有資産回転率について， 1977年度を 100彩基準として各年度毎，各セグ
メント別にその相対的な彩を計算して一表にまとめたものが，次の第29表で
ある。 この表をみると， 主要セグメントであるデータ・プロセシング関係
が， 1979年以降，年々その固有資産回転率が悪化している。これは売上高の
伸びと固有資産の年々の増加との相互関係によるものであるが，この主要セ
グメントの比率の落込み傾向は，全セグメント合計の固有資産の回転率の悪
化傾向に大きな影轡を与えている。このセグメント合計の固有資産回転率の
「IBM社の事業区分（セグメント）別報告 (1977年から
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第29表固有資産回転率の動向
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事（セ，序卜）分 |1977年 |1978年 |1979年 |1980年 |1981年協純ヶ平芯
情報処理事業
75.45 彩 75.17 ％ 80.68 形
事 務機 98.40 103.72 108,80 107.26 104,55 
フェデラル・システム 102.24 109.47 102,62 97.05 102.85 
その他の事業 91.91 93.37 101.15 104.91 97.84 
区分固有資産合計 94.43彩 82.77彩 80.34 彩 79.68 ％ 84.31 彩
（参考〕
I連結総資産回転平―|100.oo吋106.20門97.54吋!02.74門102.84吋102.33門
落込み傾向と，連結総資産回転率の各年度経過に伴う推移，すなわちその比
率が安定傾向であることとは相遮している点に注意する必要がある。これは
前にみてきたように，共通資産が年々少くなり，各セグメント別に区分した
固有資産が増加配分したためである。
第27表におけるセグメント別の売上高営業利益率の落込み傾向よりも，第
28表のセグメント別の固有資産営業利益率の落込み傾向の方が悪いことは，
この第29表の各セグメント別の固有資産回転率の落込み傾向によってその拍
車がかけられたものである点にも注目しなければならない。さらに，それは
連結総資産回転率はより安定した成長傾向のため，連結総資産営業利益率は
連結売上高営業利益率よりも幾分高い傾向を示している点に留意する必要が
ある。
D.営業キャッシュ・フローに対する固定資産投資率の動向
前にみてきたように，資本的支出の問題を考えるため，各セグメントが生
みだした営業キャッシュ・フロー（営業利益＋減価償却費）の額と固定資産
投資額 (capitalexpenditures)の比率を検討してきたが，ここでは， 1977
年度のその比率を 100彩として計算し， 1978年度以降の比率がその基準数値
に対してどのような割合になるかを，各年度毎，各セグメント別に算出した
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ものが，次の第30表である。
この第30表をみると， 事務機関係のセグメントを除き， 各セグメント共
第30表 営業キャッシュ・フローに対する固定資産投資率の動向
事（セ円・［I-)分 |1977年 |1978年 |1979年 |1980年 |1981年 I贔純ヶ平鷹
情報処理事業 I 
デーク・プロセシング 100.00 形 108.68彩,v＇ 175.87 彩 171.83 彩 152.72 形 152.28 彩
事 務 機 100.00 92.85 72,80 70,59 126.36 90.65 
フェデラル・システム 100.00 83.17 111.76 120.70 114.86 107.62 
その他の事業 100.00 180.02 128.62 225,02 133.42 
事業区分合計 |100.00% 105.99 彩 157,79 免 154.52 彩 145.81 彩 141.93 彩
に，積極的にその割合が増加傾向にあることが知られる。主要セグメントの
デーク・プロセシング関係は， 1979年， 1980年， 1981年にかけてその伸び率
は著しい。この傾向はやはり，全セグメント合計の伸ぴ率の動向に影響を与
えている。この比率の伸ぴ率の傾向は，資金フローの側面からの考慮におい
て重視されるべきものと思われる。
E.区分固有資産に対する固定資産投資率の動向
ストックの側面からの固定資産投資額の妥当性に関する分析において，固
定資産投資額がその関係の固有資産残高に対して，どのような割合を占めて
いるかをみることが重要であった。ここでは，この比率について， 1977年度
を10096基準として，各年度毎，各セグメント別にその動向を算出したもの
が，次の第31表である。この表をみると，主要セグメントであるデーク・プ
ロセシング関係の比率の伸びる傾向は，やはり，事業区分（セグメント）合
計の伸び率とほぼ同様の傾向を示しており，ストックの側面からの固定資産
投資（資本的支出）の割合は比較的安定傾向を示している。
これは第30表におけるフローの側面からの固定資産投資額の割合が各年度
により若干変動が大きかったことに比べて，この点相遮している。
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第31表 区分固有資産に対する固定資産投比率の動向
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事（セ，g卜）分 |1977年 |1978年 |197領こ |1980年 |1981年協純ヶ平悶
情報処理事業
デーク・プロセシング 100.00 形 98.90 ％ 120.70 彩 111.82 飴 100.00 彩 107.86 ％ 
事 務 機 100.00 85.60 81.29 70,48 90.56 81.98 
フェデラル・システム 100.00 85.19 117.68 122.56 142.93 117.09 
その他の事業 100.00 84.49 84.49 91.75 65.18 
事業区分合計 100.00 彩 96.82 形 115.84 彩 107.90 彩 100.20 % 105.19 俗
以上のように，本節では，前節のような特定指標の実際金額の成長傾向に
よらないで，二つの特定指標の関係比率について，その伸びがどのような傾
向をたどってきたかを頁数の関係上限定した範囲のものについてみてきた。
このような主要比率の年度経過に伴う推移を成長傾向 (trends)でみること
によって，分析対象期間の動きが大勢としてどのような流れになっているか
を把握するのに便利であると思われる。
7. 事業区分（セグメント）別報告と損益計算書における
区分損益との関連分析
既に，事業区分（セグメント）別財務報告を中心にして，各セグメント別
の収益性並びに成長性の分析を行ってきたが，次に問題にしたいのは，事業
区分（セグメント）別財務報告と損益計算書，特に，収益区分別損益計算と
の関連をみることである。
(1) 事業区分（セグメント）別報告における区分収益と損益計算書
との関連
損益計算書の収益区分別損益計算についてみると， IBM社の損益計算書
自休で，収益項目とそれに関連する売上原価相当額は，複数の収益項目並び
に複数の売上原価項目に区分して表示されているが，その区分別の売上粗利
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益自体は明示されていない。そこで問題となるのが，損益計算書の区分され
た各収益項目と，事業区分（セグメント）別報告における各セグメント区分
名とがどのような関係にあるかである。 IBM社の損益計算書の区分された
各収益項目は，事業区分（セグメント）別報告のセグメント区分と異なる。
事業区分（セグメント）は，基本的に産業分類・商品種類等を基礎にした区
分であったが，損益計算書における区分収益はむしろ収益形態を中心にして
区分されている。損益計算書における区分収益項目は，大別して，「売上高」，
「賃貸料」， 「サー ビス収益」， ないし「賃貸料及びサービス収益」の諸項目
に分けられているのである。
具体的に，各年度の損益計算書の区分収益についてみると， 1977年度から
1979年度までの年次報告書では， 「売上高」と「賃貸料及びサービス収益」
の2区分であり，それに開連する原価も「その売上原価」と「その原価」の
2区分であった。
1979年度から 1983年度までは， 収益区分とその売上原価区分について，
「売上高」と「その売上原価」，「サービス収益」と「その原価」，「賃貸料収
益」と「その原価」の 3区分になっている。なお， 1980年度年次報告書の3
ケ年比較損益計算書において， 1978年度及び1979年度についても「2区分」
から，遡及して「3区分」に修正再表示されている。
事業区分（セク゜メント）別報告のセグメント区分と損益計算書の収益区分
とは，両者のみでは，必ずしもその関係は明らかでない。 IBM社の場合，
幸いにも， 「事業区分別総収益状況」の明細表が添付されている。この「事
業区分別総収益状況」の明細表にもとづいて，事業区分（セグメント）別報
告の各セクフント別の収益がどのように損益計算書の区分収益項目につなが
るかを整理することができる。そこで，それらの開係について， 1977年度以
降5ケ年分について整理すると，次の第32表のようになる。
その整理の過程を述べると， 事業区分（セグメント）別報告では， 「デー
ク・プロセシング事業」，「事務機」，「フェデラル・システム」，「その他の事
業」の 4区分に分けられていたものが， 事業区分別総収益状況では， 「デー
「IBM社の事業区分（セグメント）別報告 (1977年から
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第認表事業区第（セグメント）情報と損益計算書科目の関連
（単位百万ドル）
事業区分（セグメント）情報 計
I 損益計算書科目
売上高 1賃貸料は云ビス1,戸9肴品
〔1977年度）
0デーク・プロセシング
機 械 12,711 4,605 8,106 
保品守，部契約品 ・プログラム製
および消耗品 2,054 508 1,546 
小 計 | 14,765| 5,113 | -I -I 9,652 
0事 務 機 2,824 1,451 1,373 
_oフェデラル・システム 486} 526 18 
0その他の事業 58 
合 計 I 1s.133 I 1,090 I -l - | 11,043 
(1978年度〕
0デーク・プロセシング
機 械 14,512 5,944 8,568 (8,568) 
保品守，契部約品 ・プログラム製
および消耗品 2,562 422 51 2,089 (2,140) 
小 計 | 17,074| 6,366 | 8,619 | 2,089 l (10,708) 
0事 務 機 3,390 1,784 1,162 444 (1,606) 
0フェデラル・システム 549} 605 7 （ 7) 
0その他の事業 63 
合 計 I 21.016 I s.1551 9,1s1 I 2,540 I (12,321) 
(1切眸度〕
0デーク・プロセシング
機 械 15,181 6,335 8,846 (8,846) 
保品守，契部約品 ・プログラム製
およぴ消耗品 3,157 385 24 2,748 (2,772) 
小 計 | 18,338| 6,720 | 8,870 | 2,748 | (11,618) 
0事 務 機 3,849 2,084 1,199 566 (1,765) 
0フェデラル・システム 612} 669 7 （ 7) 
0その他の事業 64 
合 計 I 22.s63 I 9,473 I 10.069 I 3,321 I (13,390) 
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事業区分（セグメント）情報 計
損益計算書科目 1 
売上高 1賃貸料は五ビス19き真沿呈
〔1980年度〕 I 
0デーク・プロセシング
機 械 17,218 7,627 9,591 (9,591) 
保品守契部約品 ・プログラム製
， および消耗品 4,149 411 25 | 3,713 (3,738) 
小 計 I 21,367 | 8,038 1,，616 | 3,713 l (13,329) 
0事 務 機 4,135 2,183 1,253 699 (1,952) 
0フェデラル・システム 647 } 698 13 （ 13) 
0その他の事業 64 
金 計 I 26,213 I 10.919 I 10,s69 I 4,425 i (15,294) 
〔1981年度〕 I I 
0デーク・プロセシング
機 械 19,109 9,449 9,660 (9,660) 
保品守，契部約品 ・プログラム製
および消耗品 4,964 458 24 4,482 (4,506) 
小 計 I 24,073 I 9,901 I 9,6s4 I 4,4s2 I (14,166) 
0事 務 機 4,219 2,245 1,155 819 (1,974) 
0フェデラル・システム 719 } 749 29 （ 29) 
0その他の事業 59 
合 計 I 29,010 I 12,901 I 10.s39 I s,33o I (16,169) 
（注） （ ）のうちの数字は筆者が参考のため算出した。
ク・プロセシング事業区分」，「事務機」，「上記以外の事業」の 3区分に分け
られており，事業区分（セグメント）別報告における「フェデラル・システ
ム」と「その他の事業」の 2つが，事業区分別総収益状況では，それが合計
されて「上記以外の事業」としてまとめて表示されている。
さらに， 1981年度の事業区分別総収益状況をベースにして，セグメント別
報告としての「事業区分」の収益と損益計算書の区分収益の関係について
は，上記の第32表のように整理できた。
しかし，各事業区分セグメントの収益項目に見合うそれぞれの売上原価相
当額については，事業区分別総収益状況と損益計算書の資料のみでは，それ
らの区分別売上原価は明らかにされていない。従って，事業区分いセグメン
「IBM社の事業区分（セグメント）別報告 (1977年から
1981年まで）に関する財務分析」 (2)（末政）
(703)41 
ト）別報告のセグメントと損益計算書の区分収益についてのみ，その関連表
を作成できる。このことは，損益計算書の資料により，事業区分（セグメン
ト）の売上原価，売上粗利益を算出する手掛りは得られないことを意味する。
(2) 事業区分（セグメント）別報告に関連した事業区分別総収益
状況による区分収益の分析
「事業区分（セグメント）」別情報の財務分析を行う場合， FASB財務会
計基準書第14号にもとづき作成された狭義の事業区分（セグメント）別情報
を資料として使用するだけではなく，さらに， IBM社の場合には，事業区
分別総収益状況の明細表及び損益計算書における区分収益関係のデータの利
用が図られなければならない。事業区分（セグメント）別収益の明細表であ
る事業区分別総収益状況では，各事業区分（セグメント）の内訳として，売
上高，サービス収益，賃貸料に分けられている。さらに，産業分類としての
事業区分の内訳として製品種類の整理が行われており，特に，デーク・プロ
セシングメントでは， 「機械」， 「保守契約・プログラム製品，部品および消
耗品」に分けられている。
従って，既に論述した収益性並びに成長性の分析に対する追加整理とし
て，データ・プロセシング関係は，次の明細資料をもとに追加分析すること
が可能である。
〔データ・プロセシング事業J （単位百万ドル）
製 nロn 種 類 1977年 1978年 |1979年 1980年 1981年
機 械 12,711 14,512 I 15,181 I 17,218 I 19,109 
保製品守，契部約品 ・プログラムおよぴ消耗品 2,049 2,562 3,157 4,149 4,964 
小 計 14. 765 I 11.074 I 18,338 I 21.367 I 24,074 
この資料は売上高の製品種類による 2区分として，データ・プロセシング
事業区分の合計数値の分析に，その内釈の分析資料として附加されるもので
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あり，主として，成長性の分析の追加資料として有用であると思われる。成
長性の分析として，前述の如く，前年度対比の伸び率によるものと， 1977年
度基準による成長傾向率によるものとに分けられる。
ここで，前年度対比の伸び率についてのみ示すと，次のようになる。
〔デー タ・プロセシング事業〕
製 品 種 類 1 1978年 |1979年 |1980年 |1981年 Itふ鷹
機 械 14.17 彩 4.61 彩 13.42 彩 10.98 彩 10.80 ％ 
保製品守，契部分約・プログラムおよび消耗品 24.73 23.22 31.42 19.64 24,75 
小 計 15.63門 7.40門 16.52門12.66門 13.05 形
この小計の数値は前述の第17表のものと同じであるが，デーク・プロセシ
ング事業の高い伸び率が，実は保守契約・プログラム製品，部品および消耗
品関係の収益の高い伸びによったものであることがわかった。
(3) 損益計算書における区分収益に醐連した収益性分析
事業区分（セグメント）別の財務分析そのものではないが，事業区分別の
収益性の理解に関連をもっているものは，損益計算書の区分収益及び区分売
上粗利益の分析であろう。
事業区分（セグメント）別財務報告におけるセグメント区分は基本的に産
業分類・製品種類にもとづくものであり，損益計算書における区分収益は形
態による区分であった。従って，事業区分（セグメント）別の収益の分析の
ためには，損益計算書の区分収益とを直接関連づけて分析することはできな
い。しかし，損益計算書では，区分収益毎の売上原価並びにその売上粗利益
の計算ができるので，収益性の分析にとってこれまた重要である。それは事
業区分（セグメント）別情報では，セグメント別の売上原価及び売上粗利益
の開示は行われていないので，各セグメント別の売上粗利益に関する分析は
できない。それを補完的に把握しようと考えるならば，損益計算書の区分収
益，その原価及び売上粗利益の財務分析が必要となるであろう。まず区分収
「IBM社の事業区分（セグメント）別報告 (1977年から
1981年まで）に関する財務分析」 (2)（末政）
益の分析から始める。
A.損益計算書における区分収益の伸び率
(705)43 
まず，損益計算書における区分収益の1977年度から1981年度までの5ケ年
間について， 要約的に比較形式で示すと， 次の第33表のようになる。 さら
に，この比較区分収益表をもとにして，前年度対比の各年度区分収益の伸ぴ
率を計算したものが，次の第34表である。なお，前述の如く， 1977年度の損
第33表損益計算書における区分収益
（単位百万ドル）
区分収益別 |1977年 |1978年 |1979年 |1980年 |1981年 l贔、平悶
売 上 高 7,090 8,755 9,473 10,919 12,901 9,828 
賃貸料収益 9,781 10,069 10,869 10,839 10,390 
サービス収益 2,540 3,321 4,425 5,330 3,904 
賃サ 貸ー 料ビ おス収よ益び 11,043 (12,321) (13,390) (15,294) (16,169) (13,643) 
合 計 18,133 21,076 22,863 26,213 29,070 23,471 
（注） （）のうちの数字は筆者が参考のため算出した。
第34表 損益計算書における区分収益の伸び率（対前年度対比）
区分収益別 I 1978年 |1979年 |i980年 |1981年 Iiふ芯
売 上 高 23.48 ％ 8.20 形 15,26 彩 18.15 形 16.27 彩
賃貸料収益 2.94 7.95 △ 2.77 2.71 
サービス収益 30.75 33.24 20.45 28.15 
賃貸料お収よ益び
サービス (11.57) (8,68) (14.22) (5.72) (10.05) 
合 計 16.23 彩 8.48 形 14.65 ％ 10.90 ％ 12.57 彩
益計算書の区分収益は2区分の分類であり， 1978年度の3区分収益の分類と
は異なるので， 1978年度の「賃貸料収益」と「サービス収益」の1977年度対
比の伸び率は，デークがなく算出できなかった。
第34表による損益計算書における区分収益の伸ぴ率をみると， 「サービス
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収益」の伸び率が著しい。その次に，製品，部品，消耗品等の売上高の前年
度対比の伸び率が高かった。賃貸料収益はその反対に低い伸び率ないしマイ
ナスの伸び率を示している。これにより賃貸料およびサービス収益の合計で
は，平掏化された中間的な伸び率に止まっている。従って，損益計算書にお
いても，その収益形態の相遮による区分収益毎に，対前年度対比の伸び率を
それぞれ検討することは意味あるものと思われる。
B.損益計算書における区分収益の成長傾向
1977年度を 100％基準として， 1978年度， 1979年度， 1980年度， 1981年度
の数値がどのような推移をたどったかをみるため，次の第35表を作成した。
この表をみると，製品等の売上高，サービス収益が，それぞれ順調な成長傾
向を示し，企業全体の総売上高の順調な成長傾向に大きな貢献をしているこ
とがわかる。しかし，賃貸料収益の成長傾向は低成長の道を歩んでいる。な
ぉ，賃貸料収益およぴサービス収益の合計では，賃貸料収益とサービス収益
のそれぞれのパーセントが平準化された数値として示されている。
第35表 損益計算書における区分収益の成長傾向
区分収益別 |1977年 |1978年 |1979年 |1980年 |1981年はi純ヶ乎悶
売 上 高 100.00 ％ 123.48 彩 133.61 彩 154.01 彩 181.96 彩 148.27 彩
賃貸料収益 100.00 102.94 111. 12 110.82 108.32 
サービス収益 100.00 130.75 174.21 209.84 171.60 
賃貸料お収よぴ
サービス 益 100.00 (111.57) (121.25) (138.49) (146.42) (129.43) 
総 売 上 高 100.00 % 116.23 彩 126.09 彩 144,56彩 160.32吋136.80彩
先の第34表では，前年度対比の伸び率を示したものであったので，前年度
と比較して際立った伸びを示したもの，すなわち，製品等の売上高で1978年
度に23.48%，サービス収益で1980年度に43.46%，売上高合計で1978年度に
16.23％とそれぞれ最高の比率となっていた。 この第35表では，各区分収益
のその年度経営に伴う大勢としての流れが明示され，各区分収益共に，比較
的順調な成長傾向をたどっているものと考えられる。
「IBM社の事業区分（セグメント）別報告 (1977年から
1981年まで）に開する財務分析」 (2)（末政）
C.損益計算書における区分収益の構成比率
(707)45 
以上の如く，損益計算書における各区分収益の伸び率の成長傾向をみてき
たが，各区分収益が，売上高合計に対してどのようなウエイトを示している
かを合せてみなければならない。そこで，企業全体の売上高合計に占める各
区分収益の構成割合ないし構成比率を一表にまとめたものが， 第36表であ
る。この表によると，サービス収益はその成長傾向に著しいものがみられた
が，売上高合計に占める割合は， 12.05％の年度から18.33％の年度までであ
る。賃貸料収益は低い成長率しか示していなかったが，売上高合計に占める
割合は， 1978年度46.41％から1981年度37.29％までの比較的高い割合であ
る。 また， 比較的高い成長率を示していた製品等の売上高は， 1977年度の
39.10％から1981年度の44.3851がまでと比較的ウエイトの高い割合を示してい
る。なお，賃貸料およびサービス収益合計では，賃貸料収益とサービス収益
の平準化された数値として， 1977年度の60.90％から1981年度の55.62％と，
これまた比較的安定した役割を果していることがわかる。
第36表 損益計算書における区分収益の構成比率
区分収益りl| 1977年 |1978年 |1979年 |1980年 1981年 l5ケ年単純平均
売上高 39.10%1 41-54 %1 41.43 %1 41.65彩 44.38彩 41.62彩
賃貸料収益 ー 46.41 I 44.04 I 41.46 I 37.29 I 42.30 
サービス収益 ー 12.05 I 14.53 I 16.89 I 18.33 I 15.45 
サービス収益
賃貸料および I60.90 (58.46) （58.57) （58.35) I (55.62) | （58.38) 
合計 |100.00門100.00%1100.00 %I 100.00門100.00% 100.00% 
D.事業区分（セグメント）別収益と損益計算書の区分収益の構成比率
前述の第32表は，事業区分（セグメント）別報告，事業区分別総収益状況
及び損益計算書の区分収益明細を結合した形の明細表であった。第32表によ
れば，各事業区分（セグメント）の区分収益の内訳が損益計算書における区
分収益との関係で内訳整理された数値として理解できた。この第32表をもと
にして， 1977年度， 1978年度， 1979年度， 1980年度， 1981年度について，各
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年度の売上高合計を 100％として，それぞれの内訳がどのような割合を占め
ているかをパーセントで表したものが，次の第37表である。
この第37表によれば，事業区分（セグメント）別の各区分収益の内訳とし
て，製品種類別に，さらにその収益形態としての売上高，賃貸料収益，サー
ビス収益の内訳がそれぞれパーセント表示され， その内訳構成が明白にな
る。例えば， 1978年度の「データ・プロセシング」のセグメントは，製品種
類として「機械」と「保守契約・プログラム製品，部品および消耗品」に分
けられるが，前者の「機械」の売上高合計に占める割合は68.85％であり，
それは売上高形態で28.20%， 賃貸料収益形態で40.66％の割合を示してい
第37表 事業区分（セグメント）収益と損益計算書の区分収益の構成比率
損益計算書項目
事業区分（セグメント） 計 売上高 1賃貸料 I贔五ビス19竺真危旦
〔1977年度〕
0デーク・プロセシング
機 械 ％ 彩 彩 彩 彩70.10 25.40 44.70 
保品守，．契部約品 ・プログラム製
および消耗品 11.33 2.80 8.53 
小 計 I 81.43 I 28.20 I -l - 1 53.23 
0事 務 機 15.57 8.00 7.57 
0フェデラル・システム 2.68 
} 2.90 0.10 
0その他の事業 0.32 
合 計 I100.00 吋I39.10 彩 9| 9| 彩60.90 
〔1978年度〕
0デーク・プロセシング
機 械 彩 彩 彩 彩 彩68.85 28.20 40.66 (40.66) 
保品守，契部約品 ・プログラム製
および消耗品 12.16 2.00 0.24 9.91 (10.15) 
小 計 I s1.01 I 30.20 I 40.90 I 9.91 I (50.81) 
0事 務 機 16.09 8.47 5.51 2.11 (7.62) 
0フェデラル・システム 2.60 
} 2.87 0.03 (0.03) 
0その他の事業 0,30 -1 I
合 計 I100.00 門I41.54 彩I46.41 呵I12.05 門 彩(58,46) 
「IBM社の事業区分（セグメント）別報告 (1977年から
1981年まで）に関する財務分析」 (2)（末政）
(709)47 
I 
損益計算書項目
事業区分（セグメント） 計
売上高 1賃貸料は云ビス19?9乳渥
(197坪度〕
0デーク・プロセシング
機 械 彩 彩 彩 形 彩66.40 27.71 38.69 (38.69) 
保品守，部契約品お・プロ・グラム製
よぴ消耗品 13.81 1.68 0.11 12.02 (12.13) 
小計 1 80.21 I 29.39 I 38.80 I 12.02 I (50,82) 
o事 務 機 16.84 9.12 5.24 2.48 (7. 72) 
0フェデラル・システム 2.67 
} 2.93 0.02 (0.02) 
0その他の事業 0.28 
合 計 I100.00 門I41.44 門I44.04 彩I14.52 門 彩(58.56), 
〔1980年度〕
0デーク・プロセシング
機 械 彩旦％ 彩 彩65.69 36.59 (36.59) 保品守，契部約品 ・プログラム製 15.83 0.10 14.16 (14.26) および消耗品
小 計 I s1.・s2 I 30.67 I 36.691 14.16 I (50.85) 
0事 務 機 15.77 8.33 .4.78 2.67 (7,45) 
0フェデラル・システム 2.47 
} 2.66 0.05 (0.05) 
0その他の事業 24 
合 計 I 100．ぷI41.65門41.4/61 16.8『| 彩(58.35) 
〔1981年度〕
0デーク・プロセシング
機 械 ％ 彩 彩 彩 彩65.73 32.50 33.23 (33.23) 
保品守，契部約品 ・プログラム製
および消耗品 17.08 1.58 0.08 15.42 (15.50) 
小 計 | 82.81 I 34.08 I 33.31 I 1s.42 I (48. 73) 
0事 務 機 14.51 7.72 3.97 2.82 (6.79) 
0フェデラル・システム 2.47 
} 2.58 0.19 (0.10) 
0その他の事業 0.20 
合 計 I100.00 門44.38門37.28門18.34彩| 彩(55.62) 
（注） （ ）のうちの数字は筆者が参考のため参出した金額を％表示したものである。
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る。従って，この表により，事業区分（セグメント）別収益の内訳として損
益計算書の収益形態による区分収益の内訳明細が構成比率でもって示される
ので，各年度においてその構成比率の変化を読みとりながら，事業区分（セ
グメント）別区分収益の内容把握に役立てることができるであろう。それは
各収益形態の区分収益毎にそれぞれの売上粗利益率が相遂しているので，た
とえある事業区分セグメントの収益パーセントが同じであっても，その内訳
の「売上高」，「賃貸料収益」，「サービス収益」の構成比率が相進すれば，各
セグメント別の収益性に相遮をきたすことになるからである。なお，売上粗
利益に関する問題は，次の項にゆずることにする。
(4) 損益計算書における区分収益別の売上粗利益に関連した収益性
分析
上述の如く，損益計算書における区分収益について，事業区分（セグメン
ト）別の区分収益との関連に注目して取りあげてきた。 IBM社の事業区分
（セグメント）別の営業利益の種々の分析についても，既にみてきたが，セ
グメント別の売上粗利益については， IBM社の年次報告書では開示されて
いなかった。それはセグメント別財務報告では必ずしも開示が要求されてい
ないからである。しかし，製品種類別，産業分類別の事業区分セグメントの
収益性分析にとって，各セグメント別の売上粗利益の開示が，投資家サイド
からは望まれるのである。従って，制度的な報告としての事業区分セグメン
ト別報告のもとでは開示されていないセグメント別の売上粗利益の分析を直
接行うことができないが，損益計算書における区分収益別の売上粗利益の分
折を通して，間接的ではあるが，事業区分（セグメント）別の収益性分析に
多少とも寄与できる補完的な側面をみいだすことができればと思う。このよ
うな考え方から，損益計算書における区分収益毎の売上粗利益を計算し，そ
の売上粗利益に関する分析を取上げることにしたい。
A.損益計算書における区分収益，その原価，売上粗利益の一覧表作成
IBM社の年次報告書における損益計算書においては，収益形態による区
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分収益別とその売上原価の額は開示されているが，各区分収益毎に，その収
益額，売上原価額，売上粗利益額が個々に対応的な形で表示されていない。
特に区分収益別の売上粗利益額は明示されていない。従って，以下取上げる
売上粗利益額は IBM社の損益計算書の資料にもとづいて筆者が算出したも
のである。第38表は，筆者がその損益計算書の資料により，区分収益，その
原価，売上粗利益を個別的に対応表示して算出したものである。
この第38表では， ドル金額のみでなく，各々の収益を 100％として，それ
ぞれの売上原価，売上粗利益の占める割合をパーセントで表示している。各
区分収益について， 1977年度は， 「売上高」と「賃貸料及びサービス収益」
の2区分であり， 1978年度から1981年度にかけては， 「売上高」， 「賃貸料収
益」， 「サービス収益」の3区分であるが， 1977年度と比較可能性を保つた
め，筆者が特に， 1978年度から1981年度にかけての4ケ年分についても，追
加し重複するが，「賃貸料及ぴサービス収益」の区分を設けた形で表示してい
る。従って，「賃貸料及びサーピス収益」の1978年度から1981年度の数値は，
あくまでも参考資料である。
B.損益計算書における区分収益の売上粗利益率の検討
第38表によると， 「売上高」の区分収益に関する売上粗利益率は， 1977年
度68.18%,1978年度67.58%,1979年度65.51%,1980年度61.19%,1981年
度59.99％へとその利益率は漸次悪化している。「賃貸料収益」の売上粗利益
率も， 1978年度66.76％から， 65.33%,64.66%, 1981年度62.72％へと漸次
悪くなっている。 しかし， 「サービス収益」の売上粗利益率は，その反対に
1978年度45.08％から， 50.17%,50.58%, 1981年度52.46％へと漸次良くな
ってきている。なお， 「賃貸料及びサービス収益」の売上粗利益率は，前二
者を平準化した形で， 1977年度63.40％から， 62.29%,61.57%, 60.59%, 
1981年度59.34％へと僅かながらも比率は悪くなっている。以上のような状
況のもとで， IBM社全休としての売上総利益率も， 1977年度65.27％から，
64.49%, 63.20%, 60.84%, 1981年度59.63％へと漸次悪化している。
このような売上粗利益率のその年度経過に伴う推移を， 1977年度ないし
「IBM社の事業区分（セグメント）別報告 (1977年から
1981年まで）に関する財務分析」 (2)（末政）
(713)51 
1978年度を 100％として，それに対する各年度の割合を示したのが，次の第
39表である。この第39表によれば，売上粗利益率の悪化傾向が一目瞭然であ
る。
第39表区分収益の粗利益率の動向
区分収益別 1977年 |1978年 |1979年 |1980年 |1981年 I贔純ヶ平悶
売上高粗利益亭 100.00:」1 99•12条 96.08% 89.75 門87.99負 93.24 劣
賃貸料収益粗利益率 ー 100.00 97.86 96.85 93,95 96.22 
サービス益収益亭 i 113.29 粗利 - 100.00 111.29 112.20 116.37 
賃ビ貸ス料収益お粗よ利び益サ率ー 100.00 (98,25) (97.11) (95.57) (93.60) | (96.13) I 
売上総利益率 |100.00叫98.8096/ 96.83 % 93.21 % 91.36 % 95.05 彩
C.損益計算書における区分収益の売上粗利益額の構成比率
区別収益の売上粗利益率の状況をみてきたが，売上粗利益率の動向のみで
なく，各区分収益の売上粗利益額が企業全体の売上総利益に占める割合並び
にその動向も，収益性分析においては重要である。売上粗利益率の高い区分
収益の伸ぴは売上粗利益額の増加につながり，売上粗利益率の低い区分収益
の伸びは売上粗利益額の増加に寄与する面が少ないからである。従って，各
区分収益の売上粗利益率のパーセントと売上粗利益額の企業全体に占める割
合とを相互関連的にみなければならないであろう。
次の第40表は，各区分収益の売上粗利益額が企業全体の売上総利益に占め
第40表 損益計算誓！こおける区分収益の粗利益額の構成比率
区分収益別 |1977年 |1978年 |1979年 |1980年 |1981年は純勾悶
売上高 40.84呵43.53彩 42.95劣| 41.90% 44.65門I42.77彩
賃貸料収益 一 | 48.04 45.52 44.07 39.22 44.21 
サービス収益 1 - s.43 • 11.53 14.03 16.13 12.53 
賃貸料およびサービス収益 59.16 (56.47) (57.05) (58.10) (55.35) (56.23) 合計 100.00• 100.00吋100.00髯i100.oo•: l 100.00髯 100.00吋
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る割合を各年度別に計算したものである。「売上高」関係の売上粗利益額は，
1977年度40.84%,1978年度43.53%,1979年度42.95%, 1980年度41.90%,
1981年度44.65％の割合を占めている。売上粗利益率の比較的高かった「賃
貸料収益」はその年度経過に伴い利益率も悪化し，さらに売上粗利益額の全
体的に占める割合も， 1978年度48.04％から， 45.52%,44.07%, 1981年度
39.22％へと低下している。 その反対に， 比較的低い売上粗利益率から年度
経過に伴い漸次良くなっている「サービス収益」は，売上粗利益全体に占め
る割合を1978年度8.43%,1979年度11.53%,1980年度14.03%, 1981年度
16.13％へとウエイトが高くなっている。 その年度経過に伴う推移について
は，さらに次の項にゆずることにする。
D.損益計算書における区分収益の売上粗利益額の伸び率
区分収益の売上粗利益額が対前年度比較でどれだけ伸びたかを一表にまと
めたものが，次の第41表である。 この第41表によれば， 「売上高」の売上粗
第41表 区分収益の粗利益額の伸び率（対前年度対比）
区分収益別
売上高
賃貸料収益
サービス収益
賃貸料および
サービス収益
合計
11978年| 1979年|1980年 |1981年 1贔ふ悶
22.40彩 4.88彩 7.65彩 15.84彩 12,69彩
- I 0,74 I 6.84 △ 3.27 I 1.45 
- I 45.50 I 34.33 I 24.93 I 34,92 
(9.63) ! < 7.41) I (12.40) I < 3.54) I < s.25) 
彩彩彩彩彩
14.85 I 6.31 I 10.36 I 8.69 I 10.05 
利益額は， 1978年度22.40%,1978年度4.88%, 1980年度7.65%, 1981年度
15.84％と各年度の伸び率が変動している。「賃貸料収益」の売上粗利益額は
比較的低い水準で1979年度0.74%,1980年度6.84%,1981年度ー3.27％と変
化が激しい。「サービス収益」の売上粗利益額の伸びは， 1979年度45.50％と
大きく伸び， 1980年度34.33%,1981年度24.93％へ伸び率は少し下がってき
ている。
E.損益計算書における区分収益の売上粗利益額の成長傾向
「IBM社の事業区分（セグメント）別報告 (1977年から
1981年まで）に関する財務分析」 (2)（末政）
(715)53 
1977年度ないし1978年度を 100彩基準として，以後の各年度における推移を
パーセント表示したものが，次の第42表である。
第42表区分収益の粗利益顕の成長傾向
区分収益月u11977年 |1978年 |197餌こ|1980年 |1981年 1単4純ケ平年均
売上高粗利益 100.00 彩 122. 138.21 形 160.10 彩 129.83 彩
賃貸料収益粗利益 107,63 104,10 103.12 
サービス収益粗利益 100. 195.46 244.19 171.27 
賃ビ貸ス料収お益よ粗び利サ益ー 100.00 (109. (132.35) (137.04) (119,35) 
売上総利益 100.00 彩 114, 134.74 彩 146.46 彩 123.62 彩
この第42表によると，「売上高」の売上粗利益額は1978年度122.40%,1979 
年度128.38%,1980年度138.21%,1981年度160.10％へと順調に成長してい
る。「賃貸料収益」の売上粗利益額は， 1978年度を 100％として， 1979年度
100. 74%, 1980年度107.63%,1981年度104.10％へとその成長は低迷してい
る。それに対して，「サービス収益」の売上粗利益額は1978年度を100％とし
て， 1979年度145.50%,1980年度195.46%,1981年度244.19％へと大幅な成
長をとげていることが明白になっている。
このように，前述の対前年比の伸び率と， 1977年度ないし 1978年度基準
100％として各年度の成長傾向をみることによって，各区分収益の売上粗利
益額の変動傾向を把握することができ，収益性の分析に役立てられる。
以上の如く，本節では，損益計算書における区分収益，その売上粗利益の
分析を通して，「事業区分（セグメント）」別情報の収益性分析に役立てよう
と種々検討を加えてきた。その結果，セグメント別収益面の分析上，損益計
算書における区分収益との相互関連的な把握は，間接的ではあるが有益なも
のと考えられた。損益計算における区分収益の売上粗利益に関する分析は，
「事業区分（セグメント）」別情報との直接結ぴつきがなく， セグメント別
収益の分析に直接寄与させることが難しい。しかし，セグメント別収益の分
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析の基礎として，企業の損益計算書の区分収益，売上粗利益の計算構造の全
容を理解するために損益計算書における区分収益の売上粗利益に開して分析
することも有用であると思われる。
8. むすび
IBM社の年次報告書に記載されたセグメント別財務報告について，特に，
その事業区分 (industrysegment)セグメント別報告が制度的に本格的に
行われた1977年度から1981年度までについて，財務分析を種々の角度から行
ってきた。
セグメント情報を中心に，その収益性に関連する分析，資本的支出に関連
する分析，成長性に開連する分析，損益計算書における区分損益とセグメン
ト別損益との関連分析を，財務分析の主たる課題として取上げてきた。それ
には， IBM社のセグメント別報告作成の基準となったアメリカ財務会計基
準書(SFAS)の第14号の基本的な目的並びにその性格の理解を基礎にして，
まず，財務分析を行うことが重要であろう。
各節で取上げてきた主要な問題点のうち，特に重要と思われる諸点につい
て，以下，要約的に整理すると，次の如くである。
I. IBM社のセグメント別報告は， 甚本的に財務会計基準書第14号にもと
づくものである。そのセグメント情報は同基準書第14号の趣旨からみて，
あくまでも投資家，信用供与者等の外部の利用者のためのものであり，開
示された内容も限定的であり， 期間比較を中心にしたものになる。従っ
て，その財務分析も企業内部の経営管理目的ないし利益管理目的のための
性格のものでなく，投資家分析目的の性格のものである。企業内部の利益
管理目的のためには，貢献利益分析等の適用ができる詳細なセグメント情
報が表示されなければならない。
]I.投資家等のための財務分析として収益性の分析が，セグメント情報の分
析において重視される。その場合，セグメント別に区分されたセグメント
別固有資産利益率の分析が中心に行われることになる。この点，同基準書
「IBM社の事業区分（セグメント）別報告 (1977年から
1981年まで）に関する財務分析」 (2)（末政） (717)55 
第14号の第80項において，財務諸表の利用者がセグメント毎の投資状況を
評価し，さらにセグメント別に得られた成績を評価できるように，セグメ
(1) 
ント区分固有資産の開示を要求しているのである。なお， IBM社の場合
は，区分固有資産営業利益率を中心にしてセグメント別収益率の分析が重
要である。
Il[．セグメント別情報の分析において，全社的に平準化された業績数値に特
に目を奪われることなく，むしろ，個々のセグメントの各要因，要素の特
色ある各種数値の変化に注目して，その業績の推移を総合的に分析しなけ
ればならない。
N.セグメント別の成長分析においては，各要素の各年度経過に伴う絶対的
金額の増加のみでなく，相対的な伸ぴ率がどのようになっているかを中心
に，総合的分析の中で各セグメントの特色を見出すようにしなければなら
ないであろう。
V.財務分析にあたって，共通費用，共通収益及び共通資産の各セグメント
別配賦については，特定年度のみでなく，その年度経過によってその配賦
がどのように行われたかに注目する必要がある。例えば，セグメント別区
分固有資産と非区分固有資産である市場性ある有価証券との割合は， 1977
年度から1981年度までの間に相当変化している。この関係によって各年度
のセグメント別区分固有資産営業利益率が大きく変動しているのである。
VI.財務分析にあたって投資家サイドからみれば，企業秘密との相対的関係
にあると思われるが，セグメント情報と損益計算書における区分損益情報
がマトリックス的に整理できるものであることが望ましい。例えば，産業
分類・製品種類を中心とした各事業区分セグメント別収益と損益計算書の
賃貸料収益，サービス収益等の収益形態別の区分収益にかかわる売上粗利
益並ぴに営業利益について，マトリックス的な数値は算出できない状況で
ある。すなわち， 各事業区分セグメント別に営業利益は開示されている
(1) F ASB Statement, No. 14, para. 80.同訳書 130頁参照。
56(718) 第 34 巻第 5 号
が， その売上粗利益は開示されていないし， 算出することも不可能であ
る。又，損益計算書における収益形態別の区分収益については売上粗利益
は算出できるが，その営業利益までの算出は不可能である。従って，マト
リックス的な分析が可能なためには，例えば，各事業区分セグメントを列
にI,I, m, W……に並べ，さらに損益計算書における収益形態別の各
区分収益を行にa, b, c, d……と並べる形で， Ia, lb, le, Id,等の
行列式により数値が明確に整理できることが分析目的のために望まれる。
以上の諸点に注目する必要があると思われる。 IBM社は1977年度から
1981年度にかけて，事業区分セグメント (industrysegment)別財務報告に
ついて，積極的に比較的詳細な情報を開示しているので，種々の財務分析を
試みることができる。しかし，残念なことに， 1982年度以向は事業区分セグ
メント別には，収益情報のみに限定して開示されている。それは， IBM社
が単一の事業区分 (singleindustry segment)として， セグメント情報の
廃示を収益情報のみに限って取扱うことになったためである。
